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たサンプル 121 ケースを用いて集計を行った。 
 調査期間は、2015年 01月 23日～2015年 03月 06日であった。 
 この調査は、2015 年 01 月 07 日に東北大学大学院経済学研究
科の研究倫理審査委員会の承認を受けて実施した。 
                                                   
*本稿のもとになった研究に対して、東北大学大学院経済学研究科東アジアプロジェクトによる助成を受けた。 
†東北大学大学院経済学研究科 教授 〒980-8576 仙台市青葉区川内 27-1,  Email: hyoshida@econ.tohoku.ac.jp 









Ｑ１．【雇用可否】2014 年 10 月時点で、貴社では障害者（身体障害者、知的障害者、精神障害者）を
雇用していますか。 
 サンプル数 割合 
1. 雇用している 104 86.0% 
2. 雇用していない 17 14.0% 




Ｑ２．【障害者の数】2014 年 10 月時点で、貴社で雇用している障害者数を障害種別に教えてください。 
(n=102) 
区分 平均値 割合 
身体障害者 46.4 人 72.6% 
知的障害者 9.5 人 15.7% 
精神障害者 7 人 11.7% 





順に番号を 3 つ並べてください。 
１位 サンプル数 割合 
1. 法定雇用率を達成するために 55 53.4% 
2. 自社の社会的なイメージを改善するために 0 0.0% 
3. 自社の社会的責任を遂行するために 35 34.0% 
4. 各種の調整金、報奨金、助成金等の財務的な利得を得るために 0 0.0% 
5. 障害者でもできる仕事があり、業務上の必要のために 10 9.7% 
6. 障害者を雇用すると、健常者を雇用するよりも賃金等のコストが軽減されるために 0 0.0% 
7. その他 3 2.9% 
サンプル合計 103 100.0% 
 
 
２位 サンプル数 割合 
1. 法定雇用率を達成するために 27 27.3% 
2. 自社の社会的なイメージを改善するために 7 7.1% 
3. 自社の社会的責任を遂行するために 54 54.5% 
4. 各種の調整金、報奨金、助成金等の財務的な利得を得るために 0 0.0% 
5. 障害者でもできる仕事があり、業務上の必要のために 9 9.1% 
6. 障害者を雇用すると、健常者を雇用するよりも賃金等のコストが軽減されるために 1 1.0% 
7. その他 1 1.0% 
サンプル合計 99 100% 
 
 
３位 サンプル数 割合 
1. 法定雇用率を達成するために 15 16.7% 
2. 自社の社会的なイメージを改善するために 28 31.1% 
3. 自社の社会的責任を遂行するために 8 8.9% 
4. 各種の調整金、報奨金、助成金等の財務的な利得を得るために 3 3.3% 
5. 障害者でもできる仕事があり、業務上の必要のために 27 30.0% 
6. 障害者を雇用すると、健常者を雇用するよりも賃金等のコストが軽減されるために 3 3.3% 
7. その他 6 6.7% 








 サンプル数 割合 
1. 雇用している 100 90.1% 
2. 雇用していない 11 9.9% 






障害種 平均値 割合 
視覚障害 1.9 人 4.3% 
聴覚・言語障害 
(聴覚、平行機能、音声・言語障害) 
7.8 人 18.0% 
肢体不自由 
(上肢・下肢切断、上肢・下肢機能、体幹機能、脳病変上肢・移動機能障害) 
22.4 人 51.8% 
内部障害 
(心臓機能、胃臓機能、呼吸器機能、直腸機能、小腸機能障害者) 
11.2 人 25.9% 




常時労働者の平均値 短時間労働者の平均値 非常時労働者の平均値 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 




Ｑ７．【業務】身体障害者労働者の業務のうち、最も多い業務を 1 つ教えてください。 
 サンプル数 割合 
1. 専門的、技術的業務 17 17.2% 
2. 管理的業務 7 7.1% 
3. 事務的業務 50 50.5% 
4. 販売の業務 6 6.1% 
5. サービス業務 5 5.1% 
6. 保安業務 1 1.0% 
7. 農林漁業の業務 0 0.0% 
8. 運輸・通信業務 2 2.0% 
9. 生産工程・労務業務 11 11.1% 
サンプル合計 99 100.0% 
 
Ｑ８－１．【労働時間】身体障害者労働者の 1 週間の平均所定労働時間は何時間ですか。 
 サンプル数 割合 
1. 5~10 時間未満 2 2.0% 
2. 10~15 時間未満 0 0.0% 
3. 15~20 時間未満 0 0.0% 
4. 20~25 時間未満 1 1.0% 
5. 25~30 時間未満 4 4.0% 
6. 30 時間以上 93 93.0% 
サンプル合計 100 100.0% 
 
Ｑ８－２．【労働時間－超過勤務時間】身体障害者労働者の 1 週間の平均超過勤務時間は何時間ですか。 
 サンプル数 割合 
1. 0 時間 19 20.4% 
2. 1~5 時間未満 49 52.7% 
3. 5~10 時間未満 16 17.2% 
4. 10~15 時間未満 3 3.2% 
5. 15~20 時間未満 1 1.1% 
6. 20 時間以上 5 5.4% 
サンプル合計 93 100.0% 
 
Ｑ９．【賃金】実際に身体障害者労働者 1 人に支払われる 1 か月の平均賃金（超過勤務手当と賞与を含
む）はいくらですか 
(n=64) 









 サンプル数 割合 
1. あった 21 21.4% 
2. なかった 77 78.6% 




追加費用項目 サンプル数 割合 
1. 障害者募集・採用に係る費用 13 40.6% 
2. 作業を容易にするための施設設備・改造等の費用 3 9.4% 
3. 作業を容易にするための業務遂行援助者等の人的配慮費用 2 6.3% 
4. 職場適応のための手話通訳者等の人材配置費用 5 15.5% 
5. 職業能力のための教育・訓練費用 3 9.4% 
6. 通勤を支援するための措置費用 2 6.3% 
7. 障害者の福祉増進のための施設設備費用 1 3.1% 
8. その他 3 9.4% 
サンプル合計 19 100.0% 
 
 
追加費用項目 サンプル数 平均金額 
1. 障害者募集・採用に係る費用 10 178.5 万円 
2. 作業を容易にするための施設設備・改造等の費用 2 184.5 万円 
3. 作業を容易にするための業務遂行援助者等の人的配慮費用 2 211.0 万円 
4. 職場適応のための手話通訳者等の人材配置費用 5 50.0 万円 
5. 職業能力のための教育・訓練費用 3 299.3 万円 
6. 通勤を支援するための措置費用 2 76.4 万円 
7. 障害者の福祉増進のための施設設備費用 1 NA 







 サンプル数 割合 
1. 雇用している 55 49.5% 
2. 雇用していない 56 50.5% 






常時労働者の平均値 短時間労働者の平均値 非常時労働者の平均値 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
7.4 人 3.6 人 2.9 人 3.0 人 0.1 人 0.1 人 
 
Ｑ１４．【業務】知的障害者労働者の業務のうち、最も多い業務を 1 つ教えてください。 
 サンプル数 割合 
1. 専門的、技術的業務 10 18.5% 
2. 管理的業務 0 0.0% 
3. 事務的業務 16 29.6% 
4. 販売の業務 5 9.3% 
5. サービス業務 7 13.0% 
6. 保安業務 1 1.9% 
7. 農林漁業の業務 0 0.0% 
8. 運輸・通信業務 2 3.7% 
9. 生産工程・労務業務 13 24.1% 




Ｑ１５－１．【労働時間】知的障害者労働者の 1 週間の平均所定労働時間は何時間ですか。 
 サンプル数 割合 
1. 5~10 時間未満 3 5.5% 
2. 10~15 時間未満 0 0.0% 
3. 15~20 時間未満 1 1.8% 
4. 20~25 時間未満 2 3.6% 
5. 25~30 時間未満 6 10.9% 
6. 30 時間以上 43 78.2% 
サンプル合計 55 100.0% 
 
Ｑ１５－２．【労働時間－超過勤務時間】知的障害者労働者の 1 週間の平均超過勤務時間は何時間です 
か。 
 サンプル数 割合 
1. 0 時間 24 48.0% 
2. 1~5 時間未満 20 40.0% 
3. 5~10 時間未満 3 6.0% 
4. 10~15 時間未満 0 0.0% 
5. 15~20 時間未満 1 2.0% 
6. 20 時間以上 2 4.0% 
サンプル合計 50 100.0% 
 














 サンプル数 割合 
1. あった 9 16.7% 
2. なかった 45 83.3% 




追加費用項目 サンプル数 割合 
1. 障害者募集・採用に係る費用 1 14.3% 
2. 作業を容易にするための施設設備・改造等の費用 0 0.0% 
3. 作業を容易にするための業務遂行援助者等の人的配慮費用 3 42.8% 
4. 職場適応のためのジョブコーチ等の人材配置費用 1 14.3% 
5. 職業能力のための教育・訓練費用 1 14.3% 
6. 通勤を支援するための措置費用 1 14.3% 
7. 障害者の福祉増進のための施設設備費用 0 0.0% 
8. その他 0 0.0% 
サンプル合計 7 100.0% 
 
 
追加費用項目 サンプル数 平均金額 
1. 障害者募集・採用に係る費用 1 NA 
2. 作業を容易にするための施設設備・改造等の費用 0 0 
3. 作業を容易にするための業務遂行援助者等の人的配慮費用 3 480 万円 
4. 職場適応のためのジョブコーチ等の人材配置費用 1 NA 
5. 職業能力のための教育・訓練費用 1 NA 
6. 通勤を支援するための措置費用 1 NA 
7. 障害者の福祉増進のための施設設備費用 0 0 








 サンプル数 割合 
1. 雇用している 57 51.8% 
2. 雇用していない 53 48.2% 






常時労働者の平均値 短時間労働者の平均値 非常時労働者の平均値 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
4.4 人 2.1 人 3.3 人 2.6 人 0.3 人 0.1 人 
 
Ｑ２１．【職務】精神障害者労働者の職務のうち、最も多い職務を 1 つ教えてください。 
 サンプル数 割合 
1. 専門的、技術的業務 8 15.1% 
2. 管理的業務 1 1.9% 
3. 事務的業務 27 50.9% 
4. 販売の業務 8 15.1% 
5. サービス業務 3 5.7% 
6. 保安業務 1 1.9% 
7. 農林漁業の業務 0 0.0% 
8. 運輸・通信業務 0 0.0% 
9. 生産工程・労務業務 5 9.4% 




Ｑ２２－１．【労働時間】精神障害者労働者の 1 週間の平均所定労働時間は何時間ですか。 
 サンプル数 割合 
1. 5~10 時間未満 3 5.4% 
2. 10~15 時間未満 1 1.8% 
3. 15~20 時間未満 0 0.0% 
4. 20~25 時間未満 2 3.6% 
5. 25~30 時間未満 7 12.5% 
6. 30 時間以上 43 76.8% 




 サンプル数 割合 
1. 0 時間 24 50.0% 
2. 1~5 時間未満 17 35.4% 
3. 5~10 時間未満 4 8.3% 
4. 10~15 時間未満 0 0.0% 
5. 15~20 時間未満 1 2.1% 
6. 20 時間以上 2 4.2% 
サンプル合計 48 100.0% 
 
Ｑ２３．【賃金】実際に精神障害者労働者 1 人に支払われる 1 か月の平均賃金（超過勤務手当と賞与を
含む）はいくらですか。 
(n=31) 










 サンプル数 割合 
1. あった 6 10.9% 
2. なかった 49 89.1% 




追加費用項目 サンプル数 割合 
1. 障害者募集・採用に係る費用 5 71.4% 
2. 作業を容易にするための施設設備・改造等の費用 0 0.0% 
3. 作業を容易にするための業務遂行援助者等の人的配慮費用 1 14.3% 
4. 職場適応のためのジョブコーチ等の人材配置費用 1 14.3% 
5. 職業能力のための教育・訓練費用 0 0.0% 
6. 通勤を支援するための措置費用 0 0.0% 
7. 障害者の福祉増進のための施設設備費用 0 0.0% 
8. その他 0 0.0% 
サンプル合計 6 100.0% 
 
 
追加費用項目 サンプル数 平均金額 
1. 障害者募集・採用に係る費用 5 161.7 万円 
2. 作業を容易にするための施設設備・改造等の費用 0 0 
3. 作業を容易にするための業務遂行援助者等の人的配慮費用 1 NA 
4. 職場適応のためのジョブコーチ等の人材配置費用 1 NA 
5. 職業能力のための教育・訓練費用 0 0 
6. 通勤を支援するための措置費用 0 0 
7. 障害者の福祉増進のための施設設備費用 0 0 









 サンプル数 割合 
1. 企業の社会的なイメージの改善 68 66.0% 
2. 法定雇用率を達成 91 88.3% 
3. 調整金、報奨金による財務的な利得 16 15.5% 
4. 賃金等のコスト軽減 3 2.9% 
5. 人事管理の向上による組織内の安定性向上 4 3.9% 
6. 労働者たちのコミュニケーション能力向上 25 24.3% 
7. 健常者労働者のモラルやスキル向上 36 35.0% 
8. 障害者と健常者の分業による業務上の効率性向上 32 31.1% 
9. 職場の労務安全及び衛生管理の充実による労働災害の危険性の低下 5 4.9% 
10. その他 3 2.9% 




 サンプル数 割合 
1. 評価・管理している 36 35.6% 
2. 評価・管理していない 65 64.4% 








2. 自社に係るステークホルダーによる外部評価を行っている 3 7.7% 
3. 障害者雇用及び就労関係の NPO 等の第３者機関による評価を行っている 1 2.6% 
4. CSR 評価の一部として評価・管理している 25 64.1% 
5. その他 6 15.4% 






 サンプル数 割合 
1. 利用してみたい 8 8.2% 
2. どちらとも言えない 42 43.3% 
3. 利用しなくない 9 9.3% 
4. わからない 38 39.2% 






 サンプル数 割合 
1. あった 98 82.4% 
2. なかった 21 17.6% 






 サンプル数 割合 
1. 障害者を雇用するための施設設置やそれにかかる費用への懸念 24 8.6% 
2. 障害者を雇用するための人的配置やそれにかかる費用への懸念 36 13.0% 
3. 障害者雇用による経営上の成果への懸念 9 3.2% 
4. 障害者雇用管理への懸念 34 12.2% 
5. 障害者に対する健常者労働者の納得への懸念 52 18.6% 
6. 障害者の職場適応への懸念 82 29.4% 
7. 障害者の労働意欲・作業態度に関する懸念 40 14.3% 
8. その他 2 0.7% 






 サンプル数 割合 
1. 施設設置・改造等の環境的な整備 48 30.0% 
2. 業務遂行援助者、職場適応援助者の配置 39 24.4% 
3. 障害者雇用による成果管理 5 3.1% 
4. 障害者の能力開発のための職業訓練実施 10 6.3% 
5. 昇級昇格、賞与の処遇などの障害者雇用管理に関する基準整備 11 6.9% 
6. 障害特性に関する理解や認識改善教育実施 35 21.8% 
7. その他 12 7.5% 
サンプル合計 100 100.0% 
 
Ｑ３１．【回答結果の返送】全体の平均と貴社の回答を集計した結果について、返送をご希望されますか。 
 サンプル数 割合 
1. 希望する 74 62.2% 
2. 希望しない 45 37.8% 








産業区分 サンプル数 割合 
卸売り・小売業 28 23.2% 
サービス業 1) 7 5.8% 
その他産業 2) 32 26.4% 
製造業 3) 54 44.6% 
















全体の従業員数 サンプル数 割合 
1～49 人 4 3.3% 
50～299 人 29 24.0% 
300～999 人 43 35.5% 
1000 人以上 45 37.2% 
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ご回答者の所属 課          係（担当） 
ご回答者連絡先                －        － 
ご回答者 E-mail  
 
＜アンケート記入に関するお問い合わせ先＞ 
株式会社 東日本リサーチセンター  （担当：佐藤・新妻） 
仙台市青葉区本町三丁目 2 番 26 号 TEL （022）217-3021 







・選択肢の中で「その他」に当てはまるときには、（      ）内に具体的な内容をご記入く
ださい。 










Ｑ２．【障害者の数】2014 年 10 月時点で、貴社で雇用している障害者数を障害種別に教えてください。 
身体障害者 知的障害者 精神障害者 合計 




順に番号を 3 つ並べてください。 













＊「Ｑ４～Ｑ１０」の質問に関しては、2014 年 10 月時点の状況を基に回答してください。 















常時労働者の数 短時間労働者の数 非常時労働者の数 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
人 人 人 人 人 人 
※ない場合は「０」と記入ください 
 


























































＊「Ｑ１２～Ｑ１７」の質問に関しては、2014 年 10 月時点の状況を基に回答してください。 




１．雇用している ２．雇用していない (→Ｑ１９に移動) 
 
Ｑ１３．【雇用形態】雇用形態別における知的障害者労働者の数を教えてください。 
常時労働者の数 短時間労働者の数 非常時労働者の数 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
人 人 人 人 人 人 
※ない場合は「０」と記入ください 
 


























































＊「Ｑ１９～Ｑ２４」の質問に関しては、2014 年 10 月時点の状況を基に回答してください。 




１．雇用している ２．雇用していない (→Ｑ２６に移動) 
 
Ｑ２０．【雇用形態】雇用形態別における精神障害者労働者の数を教えてください。 
常時労働者の数 短時間労働者の数 非常時労働者の数 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
人 人 人 人 人 人 
※ない場合は「０」と記入ください 
 



























































































































●お手数ながら、このアンケート用紙を同封の返信用封筒（切手不要）に入れ、2 月 10 日(火)まで
にご投函ください。 
